
事務事業見直し(歳出)

※令和8年度以降から対応予定分

No. 事務事業名 見直し内容
見直し
区分

見直し
基準

所管部局 所管課

1
簡易耐震診
断推進事業

国・県の動向や市内住宅の耐震化率の状況を踏まえ、簡易耐震診断員の派遣の
見直しを検討する。

①廃止 D)
都市整備
部

建築指導
課

2
住宅耐震化
促進事業

国・県の動向や市内住宅の耐震化率の状況を踏まえ、マンションに対する耐震改
修費等に対する補助の見直しを検討する。

①廃止 D)
都市整備
部

建築指導
課

3
住宅耐震化
促進事業

国・県の動向や市内住宅の耐震化率の状況を踏まえ、マンションを除く住宅の耐
震改修工事費等に対する補助の見直しを検討する。

①廃止 D)
都市整備
部

建築指導
課

4
学力調査事
業

中学校2年生で調査し3年生に向けた学習理解度を把握するために学習理解度
調査を実施しているが活用法に課題があり、事業見直しを検討する。

①廃止 D)
学校教育
部

教育研究
課

5
青少年相談
事業

個人情報の取り扱いの関係で正確なデータが取れなくなってきており、公立中
学校卒業生の追跡調査の見直しを検討する。

①廃止 D)
学校教育
部

青少年セン
ター

6
生活困窮者
自立支援事
業

生活困窮者向けの学習支援事業を、ひとり親世帯向けの学習支援事業に統合し
て、事業の再構築を図ることにより、経費削減を目指す。

③統廃
合

R)
健康福祉
部

せいかつ
支援課

7

地域生活支
援事業・障碍
（がい）・障碍
（がい）者理
解市民啓発
事業

現在は障碍福祉課で多くのイベントを別日に実施しているが、イベントの同日開
催を検討し、業務の効率化を図る。

③統廃
合

K)
健康福祉
部

障碍福祉
課

8 広報事業
広報板管理業務の見直しに向けて検討を進めることとし、広報板の修繕、新規設
置、移設などを必要最低限に留める。

④その
他

J)
企画経営
部

広報課

9

売布神社駅
前サービスス
テーション管
理事業

宝塚市公共施設(建物施設)保有量最適化方針に基づき、検討を進める。
④その
他

L)
市民交流
部

窓口サービ
ス課

10
雲雀丘サービ
スステーショ
ン管理事業

宝塚市公共施設(建物施設)保有量最適化方針に基づき、検討を進める。
④その
他

L)
市民交流
部

窓口サービ
ス課

11
障害者（児）
医療費助成
事業

障害者（児）医療費助成のあり方を検討する。
④その
他

P)
市民交流
部

医療助成
課



事務事業見直し(歳出)

※令和8年度以降から対応予定分

No. 事務事業名 見直し内容
見直し
区分

見直し
基準

所管部局 所管課

12 研修事業
交流学習会について就労している市民への配慮から、学習会は夜19時開始とし
ているが、昼時間での開催や参加者数などの調整を検討する。

④その
他

O) 総務部
人材育成
課

13
車両管理事
業

稼働率をもとに次回更新時に車両台数の適正化を行う。
また、リース以外の車両については車検業務、重量税の支払い、自賠責加入に労
力を要しているので、更新時にリース化を検討するとともに、スケールメリットを
活かすためにリース車両の更新時期の調整を検討する。

④その
他

K) 総務部 管財課

14
北部地域内
バス路線補助
事業

現行の路線バスの利用状況は、朝の通勤・通学時間帯には一定のまとまった利
用があるが、それ以外の時間帯は限られた利用にとどまっている。また、各集落
が点在しており、自宅からバス停が遠く利用が困難な人もいる状況であるため、
公共交通の運行形態見直しを検討する。

④その
他

R)
都市安全
部

交通政策
課

15
山手地域内
バス路線補助
事業

現行の路線バスでは、道路が狭あいなため運行が困難な地域があることや高齢
化の進展によりバス停まで歩くことが困難な人が増えることが想定されること
から、ＡＩオンデマンド交通を導入することで小型車両による運行により、運行区
域の拡大や利便性の向上を図ることができるので路線バスからＡＩオンデマンド
交通への転換を検討する。

④その
他

R)
都市安全
部

交通政策
課

16
公園維持管
理事業

公園維持管理業務の包括化により、業務の効率化や行政事務負担を含めたトー
タルコストの軽減、管理水準の維持・向上など事業の継続性向上を目指す。

④その
他

R)
都市安全
部

公園河川
課

17
生活道路整
備事業

国庫補助金の充当による市負担の縮減を検討する。
④その
他

R)
都市安全
部

道路管理
課

18
自転車対策
事業

放置自転車等返還所業務と移送・移動業務を包括委託して、業務の効率化を図
ることを検討する。

④その
他

R)
都市安全
部

防犯交通
安全課

19
自転車対策
事業

早朝から深夜までの長時間の労働力確保の問題や利用率の低下、終電時間の繰
り上げなどを踏まえ、指定管理の更新のタイミングで業務の効率化と利用率向
上を検討する。

④その
他

C)
都市安全
部

防犯交通
安全課

20
住宅政策推
進事業

近年の相談件数や補助実績を踏まえ、共同住宅バリアフリー改修費に対する補
助の廃止を検討する。

④その
他

D)
都市整備
部

住まいづく
り推進課

21
施設保全管
理事業

民間事業者が有する優れたノウハウを活用し、施設管理品質の向上と施設管理
情報の一元化を目的とし、効果的かつ効率的に施設の維持管理を行うもので、
施設管理の一元化により施設管理担当者の事務軽減を図る。

④その
他

B)
都市整備
部

施設マネジ
メント課

22
地域福祉推
進事業

市が委託している高齢者学習事業(づか塾)を、フレミラ宝塚の指定管理事業と
することを検討する。

④その
他

R)
健康福祉
部

地域福祉
課
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23
地域生活支
援事業

令和7年度に基幹相談支援センターの官民合同による運営に向けて検討を進め
る。

④その
他

B)
健康福祉
部

障碍福祉
課

24
高齢者社会
参加・健康促
進事業

高齢者バス・タクシー運賃助成のあり方を検討する。
④その
他

P)
健康福祉
部

高齢福祉
課

25

障碍（がい）
高齢者タク
シー運賃助成
事業

障碍（がい）高齢者タクシー運賃助成のあり方を検討する。
④その
他

P)
健康福祉
部

高齢福祉
課

26
青少年育成
事業

青少年育成市民会議の活動内容や委託のあり方などの見直しを行う。
④その
他

R)
子ども未
来部

アフタース
クール課

27
青少年音楽
活動推進事
業

各音楽隊・バトン隊の集約化など運営方法の見直しを検討する。
④その
他

A)
子ども未
来部

アフタース
クール課

28
市立保育所
保育実施事
業

令和5年度より各保育所で保育システムを導入しており、利用範囲を順次拡充し
ている。引き続きＩＣＴ化を進めるとともに、事務の見直しを行うことで事務負担
の軽減を図り、時間外勤務の縮減を図る。

④その
他

O)
子ども未
来部

保育企画
課

29
公衆便所管
理事業

次回発注時に清掃回数を減らすよう仕様の見直しを検討する。
④その
他

R) 環境部
クリーンセ
ンター管理
課

30
火葬場管理
事業

近隣市町を参考に、火葬炉更新完了のタイミングで指定管理制度への移行など
運営方法の見直しを検討する。

④その
他

B) 環境部
生活環境
課

31
都市美化推
進事業

宝塚を美しくする市民運動を市民主体の活動として活性化するよう検討する。
④その
他

A) 環境部
環境エネル
ギー課・生
活環境課

32
宝塚フェスタ
事業

市民主体のフェスタとなるよう同実行委員会と協議を継続する。
④その
他

G)
産業文化
部

商工勤労
課

33
手塚治虫記
念館管理運
営事業

持続可能な記念館運営となるよう経費削減や収入増（入館者増）などに向けた
協議を手塚プロダクションと改めて進めていく。

④その
他

K)
産業文化
部

手塚治虫
記念館
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34
フラワー都市
交流事業

1995年10月に加盟したフラワー都市交流連絡協議会について時代に合った
実施方法などを他都市と協議を継続する。

④その
他

J)
産業文化
部

農の魅力
創造課

35 給食事業
自校炊飯は維持しつつ、調理員の欠員が生じた学校において、給食調理業務の
一部を委託化するなど、人材確保に係る課題解消につなげることができるよう
検討する。

④その
他

B) 管理部 学事課

36
教職員総務
事業

用務員の早朝出勤の必要性を整理し、出勤時間の調整により時間外勤務の縮減
を図る。

④その
他

O) 管理部 職員課

37
教職員総務
事業

用務員が実施する業務のうち、職員室や職員トイレの清掃は外部への委託も含
めて検討し、用務員の仕事を精査した上で配置基準の見直しにより総人件費の
抑制を図る。

④その
他

B) 管理部 職員課

38
基金管理事
業

各特定目的基金の積み立てや充当について一般財源の支出を抑えていく活用
について検討する。

④その
他

R)
各基金管
理部局

各基金管
理課

39
市立保育所
保育実施事
業

宝塚給食施設研究会の退会を検討する。
⑥負担
金の見
直し

I)
子ども未
来部

保育企画
課

40
防災情報シス
テム管理事業

現在、単年度ごとに実施している防災情報システムの保守委託について、長期契
約に切り替えることによる費用削減の可否について検討する。

⑦コス
ト削減
など

R)
都市安全
部

総合防災
課


